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序     文

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、マラウイ国に対する「母と子供ための健康対策」医

療特別機材供与事業に関し、機材計画調査を行うことを決定し、平成17年10月29日から11月10

日まで調査団を派遣しました。 

同調査団は、マラウイ国政府関係者およびUNICEF現地事務所関係者と協議を行うとともに、

機材供与対象施設などの現地調査を実施し、効果測定・評価および機材調達計画の観点から調

査結果を本報告書に取りまとめました。 

この報告書が、マラウイ国における「母と子供のための健康対策」特別機材供与事業の効果

的な実施に寄与することを切に願うものです。 

最後に、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成18年３月 

独立行政法人国際協力機構  
人間開発部

部長 末森 満 



現 地 写 真

①三次レベル医療施設（ブランタイア県クイーンエリザ
ベス中央病院）の産科棟

③二次レベル医療施設（ドワ県病院）

⑤一次レベル医療施設（ドワ県チャンクングヘルスセン
ター）

②同中央病院の産科診察室。本計画にて機材を調達予定
である。

④同病院の診察室。機材の老朽化が著しい。本計画にて
機材調達予定。

⑥同ヘルスセンターの流し場。膿盆や膣鏡などがあるが、
不足しているとして要請されている。



⑦保健医療分野ドナー会議（ マラウイ事務所にて）。
本調査の目的、調達計画などを説明し、各ドナーと協
調して案件を進めることを確認。

⑨リロングウェにある中央医療倉庫（ ）。 中部も
隣接している。

⑪ が保有する７トントラック。このトラックにて資
機材の輸送を行う。

⑧ 、 、 三者合同総括ミーティング（
事務所にて）。本調査結果の報告と今後の方針が話し合
われた。

⑩同倉庫へ到着した機材の一部（蘇生器キット）。サイト
へ配布予定。

⑫ が使用しているインベントリーシステム“ ”。
同システムにて機材、薬剤等の配布を管理。



略語一覧表

略語 英 語 日本語 

AIDS Acquired Immune Deficiency Syndrome 後天性免疫不全症候群

CHAM Christian Health Association of Malawi マラウイキリスト教教会

CMS Central Medical Stores 中央医療倉庫

DHO District Health Officer 県保健事務所

EHP Essential Health Package 必須保健医療パッケージ

EMOC Emergency Obstetric Care 緊急産科ケア

EU European Union 欧州連合

GTZ Deutsche Gesellschaft für Technische 
Zusammenarbeit 

ドイツ技術協力庁

HIV Human Immuno-Deficiency Virus ヒト後天性免疫不全ウイルス

MK Malawi Kwacha マラウイクワチャ（通貨単位）

１MK＝約0.95円（2005年11
月１日現在）

MMR Maternal Mortality Rate 妊産婦死亡率

MOHP Ministry of Health and Population 保健人口省

MoLG  Ministry of Local Government 地方自治省

MPRSP Malawi Poverty Reduction Strategy Paper マラウイ貧困削減戦略ペーパー

NGO Non Governmental Organizations 非政府組織

PAM Physical Assets Management 機材管理部

PLAMAHS Planning and Management of Assets in the Health 
Services

機材計画管理システム

POW Programme of Work 行動計画

RH Reproductive Health リプロダクティブヘルス（性

と生殖に関する健康）

RHU Reproductive Health Unit リプロダクティブヘルスユニ

ット

RMU Regional Medical Unit 州メンテナンスユニット

SWAp Sector Wide Approach セクターワイドアプローチ

UNFPA United Nations Population Fund for Population 
Activities

国連人口基金

UNICEF United Nations Children's Fund 国連児童基金

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁

WHO World Health Organization 世界保健機構
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－1－ 

第１章 調査概要 
 

１－１ 調査目的 

本調査の目的は次のとおりである。 

 

(1) 平成17年度から開始されたマラウイ共和国における｢母と子供のための健康対策医療特

別機材供与｣について、国内における既存の資料調査、現地調査、帰国後の国内解析によ

り、相手国政府、関連国際機関およびJICAの案件実施体制を評価し、案件の妥当性・有効
性・効率性を確認する。 

 

(2) マラウイ共和国からの要請について、機材調達・通関・輸送等の体制を調査し、適正な

仕様・数量を確認し、事業費の積算を行う等の計画策定確認支援を行う。 

 

１－２ 調査団構成 

氏 名     担当分野            所 属 

青木 協太   効果測定・評価   財団法人日本国際協力システム業務部 

梶原 崇裕   機材調達計画           同 上 



－2－ 

１－３ 調査日程 

2005年10月29日～11月10日 

 

日順 月日 曜日 行程／調査内容 宿泊地 

１ 10月29日 （土） 18:00 日本（成田）発→23:55 シンガポール着（JL711）  

２ 10月30日 （日） 02:15 シンガポール発→07:00 南アフリカ（ヨハネスブ

ルグ）着（SQ478） 
10:20 南アフリカ（ヨハネスブルグ）発→12:45 マラウ

イ（リロングウェ）着（SA170） 

リロングウェ 

３ 10月31日 （月） AM：JICA事務所表敬、UNICEF表敬・協議 
PM：保健人口省表敬･協議、JICA事務所打合せ 

リロングウェ 

４ 11月１日 （火） AM：UNFPA協議 
PM：保健人口省協議、WHO協議 

リロングウェ 

５ 11月２日 (水) AM：保健人口省RHU協議 
PM：SDV(輸送業者)訪問、CMS訪問 

リロングウェ 

６ 11月３日 （木） AM：保健医療分野ドナーミーティング参加 
PM：ドワ県DHO、県病院、チャンコングヘルスセンタ

ー調査 

リロングウェ 

７ 11月４日 （金） 移動リロングウェ→ブランタイア、ブランタイア県DHO
クイーンエリザベス中央病院調査 

ブランタイア 

８ 11月５日 （土） 資料整理、移動：ブランタイア→リロングウェ リロングウェ 

９ 11月６日 （日） 団内会議、資料整理 リロングウェ 

10 11月７日 （月） サリマ県DHO、県病院、カファテンガヘルスセンター、
ムチカヘルスセンター調査、JICA事務所打合せ 

リロングウェ 

11 11月８日 （火） JICA、保健人口省、UNICEF合同総括協議 リロングウェ 

12 11月９日 （水） JICA事務所報告 リロングウェ 

13 11月10日 （木） 08:00 CMS訪問（再） 
13:35 マラウイ（リロングウェ）発→次の調査国へ移動 

 

 



－3－ 

１－４ 調査案件概要 

日本政府はマラウイ国（以下、「マ」国とする。）の母子保健改善のための機材供与の要請

に基づき、本年度を初年度とし、５年間継続される予定の新規案件である、「母と子のための

健康対策医療特別機材供与」を実施することとした。要請機材は以下のとおり。 

 

＜病院向け機材＞ ＜ヘルスセンター向け機材＞ 

№ 機材名（和） 数量  № 機材名（和） 数量 

１ 産科手術用キット 14  12 助産師キット 43 

２ 産科手術用キット（補助器具） ７  13 助産師キット(消耗品) 86 

３ 滅菌器キット ７  14 滅菌器キット 43 

４ 助産師キット 28  15 蘇生器キット 43 

５ 助産師キット(消耗品) 21  16 体重計 43 

６ 蘇生器キット 14  17 体温計 430 

７ 新生児用蘇生器キット ７     

８ 体重計 ７     

９ 体温計 350     

10 喉頭鏡セット ７     

11 包帯交換台 ７     

 

１－５ 機材供与実績 

「母と子のための健康対策医療特別機材」については新規案件のため、なし。 



－4－ 

第２章 対象国の保健医療政策と体制 
 

２－１ 保健医療分野国家計画および保健医療状況と医療特別機材供与事業の位置づけ 

２－１－１ 保健医療政策 

「マ」国は1997年11月に国家全体の長期開発計画である「ビジョン2020」を策定した。同

計画において達成すべき目標として、「安全で成熟した民主的社会の確立、環境に過大な負

荷をかけず、自立した人々が等しくかつ積極的に社会に参加すると共に、十分な社会サービ

スを享受でき、生き生きとした文化と宗教的価値を具えた技術に立脚した中所得経済の実

現」を掲げている。 

上記の計画に基づき、｢マ｣国は2002年４月にマラウイ貧困削減戦略ペーパー（Malawi 
Poverty Reduction Strategy Paper／以下、MPRSPとする）を策定し、貧困層の能力開発、彼
らへの権限付与を通じ、持続可能な貧困削減を達成することを最上位目標に掲げ、以下のよ

うな開発戦略の柱を立てた。 

 

(1) 貧困層に配慮した持続可能な経済成長 

農業、村落開発、工業基盤の強化、経済インフラ開発 

 

(2) 人的資本開発 

教育、職業訓練、保健医療人口、栄養不良の予防 

 

(3) 最も脆弱な立場の人々の生活の質の向上 

農業投入物の提供、公共事業、栄養改善事業、災害救助など 

 

(4) 良い統治 

公共部門改革、組織能力向上、民主主義 

（出典：JICAアフリカ部“マラウイにおけるJICA事業の概要”より抜粋） 
 

これら４つの柱に加え、HIV/AIDS対策、ジェンダー、環境保護、科学技術振興の４つを
分野横断的な課題として位置付けている。 

｢マ｣国は第４次国家保健医療計画（1999～2004年）において援助資源活用改革の一環とし

てセクターワイドアプローチ（Sector Wide Approach／以下、SWApとする。）を採用し、
事業実施のためにSWApの具体的内容を取りまとめた行動計画（Programme of Work／以下、
POWとする。）を策定し、その中でEHPを全国民に提供することを約束している。その方針
は第５次保健医療計画（2004～2010年）にも引き継がれている。 

 

POWはその行動計画の分野を以下６つの柱に分類している。 
１）人的資源の開発 

２）医薬品の供給 

３）必要最低限の基礎医療機材の整備 

４）施設インフラの整備 
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５）サービス供給における日常業務の改善 

６）中央レベルの業務政策、機構改革 

以上の実施のために「マ」国各県においてプログラムが策定されている。 

 

２－１－２ 保健医療分野の現状 

｢マ｣国の概況は人口1,210.5万人、面積約119,000km2。2003年の一人あたり国民総所得

（GNI）が約170USドル、出生時平均余命は38.0歳（サブサハラ平均46歳）と低く、母子保
健にかかる指標は、合計特殊出生率（TFR）が6.1、乳児死亡率（IMR）が112（出生千対）、
乳幼児（５歳未満）死亡率が178人（出生千対）と高い。妊産婦死亡率（MMR）は1,100（出
生十万対）とサブサハラでもかなり悪い部類に属する。妊産婦の死亡原因は不衛生な中絶や

出血に起因する敗血症、妊娠中毒症、遅延分娩合併症とされ、首都と地方の格差も大きい。

また他の南部アフリカ諸国と比較しても一部の国よりは良いが、平均より劣る。 

 

表２－１ 「マ」国と周辺国の保健医療衛生指標の比較 

指 標 マラウイ 
モザン 
ビーク 

ザンビア 南アフリカ 
サハラ以
南のアフ
リカ平均 

総人口（単位：千人） 12,105 18,863 10,812 45,406 － 

乳児（１歳未満）死亡率 
（出生千対） 

112 109 102 53 104 

乳幼児（５歳未満）死亡率 
（出生千対） 

178 158 182 66 175 

妊産婦死亡率 
（出生十万対） 

1,100 1,100 730 150 940 

合計特殊出生率 6.1 5.6 5.6 2.6 5.4 

出生時平均余命 38 38 33 47 46 

人口増加率 1.9 2.6 2.1 1.5 2.5 

１人当たり国民総所得 
（GNI）（USドル） 

170 210 380 2,780 496 

出典：「UNICEF世界子供白書（2005年度版）」。 
妊産婦死亡率は報告値を使用（「マ」国は調整値では1,800） 

 

２－１－３ 保健医療サービス体制の現状 

「マ」国における保健医療サービスは、保健人口省（Ministry of Health and Population／
以下、MOHPとする。）の保健医療施設によるものが50％を、マラウイキリスト教教会（the 
Christian Health Association of Malawi／以下、CHAM1とする）によるものが25％を担って

おり、大半が以上２者によって行われる。その他に地方自治省（Ministry of Local Government
／以下、MoLGとする。）が運営する施設、個人や法人が経営する病院や軍、警察が管轄す
る保健医療施設も存在する。 

                             
1  CHAMはキリスト教会系の医療施設を総括する上位NGO組織で主に地方部での保健サービス提供を展開している。
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中央病院（州）

県病院、 CHAM病院、地方病院

ヘルスセンター

ヘルスポスト、クリニック、薬局、

マタニティユニット

三次医療レベル

二次医療レベル

一次医療レベル

アーバンヘルスセンターなど

（4ヶ所）

（101ヶ所）

（559ヶ所）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「マラウイ地方保健医療施設改善計画プロジェクト」要請書 

図２－１ 保健医療サービス体制図 

 

保健医療サービスは一次、二次、三次の３つのレベルから成る。ヘルスセンター、ヘルス

ポスト、薬局、マタニティユニットが一次レベルの各種保健医療サービスを提供する。県病

院、CHAM病院、アーバンヘルスセンターは二次保健医療レベルの保健医療サービスを供給
し、更に一次レベルの保健医療体制をバックアップする。中央病院がトップレファラルの保

健医療施設として機能し、三次レベルの保健医療サービスを提供し、下位保健医療施設から

の患者を受け入れ、補完を行っている。一次保健医療施設においては通常の検診、産前ケア、

普通分娩などが行われ、二次レベルの施設においては普通分娩と共に帝王切開などの産科手

術が行われる。全てのMOHPの施設における費用は無料である。また、｢マ｣国には母子手帳
制度が導入〔15マラウイクワチャ（Malawi Kwacha／以下、MK2とする）で購入〕されてお

り、産前、分娩、産後の母子の状態を記録し、健康状態を観察していく制度が存在する。 

保健医療サービスの提供は地域により格差がある。半径５kmの範囲に保健医療施設へのア

クセスが確保できる人口は全人口の46％にすぎない。地方に行くと状況は更に悪化する。特

に保健医療スタッフの人員配置が適切ではなく、都市部の二次、三次保健医療施設に多くの

スタッフが配置される構図になっている。マラウイの医師の半数、全看護師の25％が全国４

つの中央病院にて勤務をしている。マラウイ国民の大部分が地方に居住しているという実情

に対し、国の管轄する保健医療施設に勤務する医療技術者のうち97％と看護師の82％が都市

部に居住しているため保健医療サービスの提供に不均衡が生じている。 

「マ」国の保健医療システムは非常に脆弱である。保健医療関連に対する国家の支出は現

在一年当たり約12USドル／人であり、基礎保健医療ケア（Primary Health Care／PHC）の達
成にも不十分な支出額である。2002年の調査において確実に健康を維持するための必須保健

医療パッケージ（Essential Health Package／以下、EHP3とする。）の提供には一年当たり最
低でも17.53USドル／人が必要であると算定されている4。 

                             
2 １マラウイクワチャ＝0.9677円（2005年11月）
3  EHPとは地方病院より下位の保健医療施設にて外来診療、予防接種、家族計画、母子保健からなる基礎的な医療サービス
の提供を定めた基準である。

4 保健医療スタッフの配置、保健医療についての支出などについてはEMOCレポート（「マ」国MOHP作成）を参照。
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２－１－４ 母子保健医療に関連する機材の状況 

EHPの中には同パッケージ提供のために必要とされる機材が規定されており、以下のよう
な機材が挙げられている。 

 

処置用の絆創膏、包帯類、ガーゼ、グローブ、処置用はさみ、手術用鍼糸、助産師キ
ット、臍帯結紮糸、体重計（小児用、大人用）、エプロン、蘇生バッグ、聴診器、血
圧計、喉頭鏡、使い捨て注射器など。 

 

現地調査の際にこれらの機材の有無、活用状況を確認したが、特にヘルスセンターレベル

においては機材の不足、欠如が顕著であった。このような基礎的機材の整備の遅れは保健医

療スタッフの不足と共に、特にヘルスセンターレベルの保健医療施設に対する住民からの信

頼性失墜の原因になっている。 

 

２－１－５ 他ドナーの活動状況 

(1) 国連人口基金(UNFPA) 
UNFPAはカナダ国際開発庁（CIDA）の資金提供により、家族とリプロダクティブヘ

ルス計画（FARH）というプログラムを実施しており、2001年から４年間で三つの県（デ
ザ、ムチンジ、ンカタベイ）にある病院に対し、鉗子、分娩用のベッドなど分娩機材の

供与を行った。予算規模は500万カナダドル5である。また機材供与に併せ、家族計画、

性病予防、若年層向け保健医療対策についての啓発プロジェクトも同時に行っている。

本計画（FARH）の目的はコミュニティと保健医療サービス提供者との関係の改善を通
じ、リプロダクティブヘルス（Reproductive Health／以下、RHとする。）の質を向上さ
せることであり、機材供与と啓発活動をあわせて包括的なプログラムとなるとUNFPA
側は認識している。なお、これらの県は「母と子供のための健康対策医療特別機材供与」

の５カ年計画において対象サイトにも選ばれており（デザ－３年目／中部、ムチンジ－

３年目／中部、ンカタベイ－５年目／北部）、「母と子供のための健康対策医療特別機

材供与」における機材との一部重複が確認された。 

 

(2) 世界保健機構（WHO） 
以下の２分野においてプロジェクトを実施している。 

１）2005～2008年にかけて妊婦の健康の分野において助産師の教育、能力開発を通じ、

MMRの低減を目的とする“Global Project”を実施中である。資金は欧州連合（EUropean
Union／以下、EUとする。）から拠出されており、金額は４年間で80万USドルとなっ
ている。施設間のコミュニケーション用の無線機器や妊産婦の移送のための救急車の

供与が含まれている。 

２）2004～2005年にかけて小児の健康分野において、感染症対策やマラリア抑制、AIDS
の母子感染防止のための啓発プロジェクト“Integrated Management Child Health”を
実施中。プロジェクト期間は２年であり、終了後は次の２年で同様のプロジェクトが

                             
5 1.00カナダドル＝103.76円（2005年12月） 
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RHU
(

)
CMS

PAM
(

行われる予定（2006～2007年、2008～2009年と継続予定）。現在の予算は２年で

40,000USドル程度であるが、そのプロジェクト実施単位年ごとに一定ではない。 
 

２－２ 組織・人員 

２－２－１ 保健人口省（MOHP） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：MOHP提出資料より 

図２－２ MOHP組織図 
 

MOHPの最高責任者は保健人口大臣であり、その下に臨床・人口局、予防保健局、看護保
健局、医療技術支援局、医療計画局、会計・管理局の６つの局が設けられている。そのうち

の臨床・人口局の下に｢母と子供のための健康対策医療特別機材供与｣の実施機関であるリプ

ロダクティブヘルスユニット（Reproductive Health Unit／以下、RHUとする。）が存在する。
また、医療技術支援局の下に大・中規模の機材の配布を担当する機材管理部（Physical Assets 
Management／以下、PAMとする。）、同局に属する薬剤部の下に消耗品、薬剤や小規模な
機材の配布を担当する中央医療倉庫（Central Medical Store／以下、CMSとする。）が存在
する。 

 

２－２－２ リプロダクティブヘルスユニット（Reproductive Health Unit：RHU） 
RHUは上述のようにMOHPの中にある臨床・人口局の中のユニットで10年前に設置された。

家族計画、安全な母性6、性感染症対策、若年者向けRHの４分野それぞれにテクニカルオフ
ィサーがおり、各分野でのプログラムを実施している。本件にかかるMOHP内のカウンター

                             
6 妊産婦保護のための概念：全ての女性に妊娠、出産の時期を通じて安全と健康のためのケアを受ける権利が確保される
こと。



－9－ 

パートとなる部署であり、JICAやUNICEF等のドナーとの調整を行っており、本案件の要請
書の作成に主体的役割を果たしている。 

 

２－２－３ 機材管理部（Physical Assets Management：PAM） 
｢マ｣国MOHP内の医療技術支援局の下部で、ドイツ技術協力公社（Deutsche Gesellschaft 

für Technische Zusammenarbeit／以下、GTZとする。）、ドイツ復興金融公庫（Kreditanstalt 
fur Wiederaufbau／KfW）、EUが支援して設立された医療技術支援局内のプログラム部署の
名称である。機材、人材などの管理、育成にノウハウを有しなかった｢マ｣国MOHPが同分野
についてドイツやEUなどに協力を要請し、大・中規模の機材（据付やメンテナンスを要する
もの）の維持管理などについて包括的なプログラムとして立ち上げたものである。機材のイ

ンベントリーコントロールのため作成されたPLAMAHS（Planning and Management of Assets 
in the Health Services）というシステムを管理している。このシステムにより全国の一次～
三次保健医療施設、県保健事務所（District Health Office／以下、DHOとする。）、機材管
理部（PAM）の間で不足、修理が必要な機材について情報が共有されるはずであったが、シ
ステム構築後に上記ドナーの協力が終了し、３年前からデーターが更新されておらず、同シ

ステムは2005年11月現在、各施設のインベントリーの状況を正しく把握したものとはなって

いない。本年GTZが再度協力を開始し、データーの評価からアップデート、使用方法の指導
までを2006年前半までに行う予定である。 

 

２－２－４ 中央医療倉庫（Central Medical Store：CMS） 
｢マ｣国MOHP内の医療技術支援局の下部の薬剤部の下で、MOHPが購入した小規模な機材

（メンテナンスが不要なもの）、消耗品、薬剤の受け取り、輸入通関、全国への配布を行う

組織である。CMSの下にRMS－北部（ムズズ）、RMS－中部(CMS敷地内に併設／リロング
ウェ)、RMS－南部（ブランタイア）があり、それらを通じて各保健医療施設への配布を行
う。各Medical Storeが独自にトラックを保有しており、月毎のオーダーで受け付けて資機材
をDHOに配送する。同組織のスタッフの数はCMSが48人、RMS北部が45人、RMS中部が50
人、RMS南部は80人である。保有する輸送手段は以下のとおり。 

 

表２－２ 各メディカルストアー保有のトラック 

 CMS RMS北部 RMS中部 RMS南部

７トントラック ３台 ２台 ３台 ４台 

３トントラック － １台 １台 １台 

ピックアップ 
（１トントラック） 

２台 ２台 １台 ２台 

出典：CMS訪問時の聞き取り調査による 

 

これらのトラックは英国国際開発省（DFID）、米国国際開発庁（United States Agency for 
International Development／以下、USAIDとする。）から供与されたものである。 
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施設の運営予算は全ての施設合計で２億７千万MKである。SIGMEDと称するインベント
リーコントロールシステムを有しており、各RMSへの物品の供給状況を管理しているが、数
ヶ月前にシステムを構築したエンジニアリング会社とのサポート契約が切れた後、データー

のアップデートがなされず、PLAMAHS同様正しく機能していない。 
 

以下に組織図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：CMS提出資料より 

図２－３ CMS組織図 
 

２－２－５ 県保健事務所（District Health Office：DHO） 
県保健事務所（DHO）は県レベルでの保健医療行政の担当機関である。県レベルでのプロ

グラムの策定や機材、消耗品、交換部品の中央MOHPへの申請、保健医療施設への割当など
を行っており、以下の図のような組織形態となっている。 

県内にはMOHP管轄の病院、ヘルスセンターの他、マラウイキリスト教教会（CHAM）の
病院も住民にMOHP管轄の施設と同様のサービスを提供しているが、CHAMの施設における
出産については20～90MK、帝王切開には1,600MKの費用がかかる。但し、住民の保健医療
費負担軽減のためDHOとCHAMが契約を結び、本来CHAMでは有料であるサービス料を
DHOが負担をするという形態も存在する。但し、全てのDHOでそのような契約を結んでいる
わけではない。 
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出典：ブランタイア県DHO提出資料より 

図２－４ DHO組織図 
 

２－２－６ 全国の保健医療施設の数及び分布 

保健医療施設の分類およびその数を以下に示す。全ての保健医療施設に占めるヘルスセン

ターの割合は60.4％である。地方の薬局のヘルスセンターへのアップグレードやヘルスセン

ターの老朽化したインフラ整備、基礎的機材の整備は地方に居住する人口の多い｢マ｣国の保

健医療水準の改善にとって、非常に重要である。 

 

表２－３ 全国の保健医療施設の分布（2002年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：“Health Facility Database 2002”参照 

保健省 CHAM その他 計 比率(%)

一次施設：
4ヶ所 中央病院 4 0 0 4 0.6%

県病院 22 0 0 22 3.3%

精神病院 1 1 0 2 0.3%

地方病院 18 18 1 37 5.6%

その他の病院（リハビリ
センターなど含む） 2 24 8 34 5.1%

アーバンヘルスセンター 5 0 1 6 0.9%

ヘルスセンター 225 104 72 401 60.4%

マタニティユニット 2 1 13 16 2.4%

薬局 46 6 29 81 12.2%

クリニック 0 6 51 57 8.6%

ヘルスポスト 3 1 0 4 0.6%

計 328 161 175 664 100.0%

比率(%) 49.4% 24.2% 26.4% 100.0%

三次施設：
559ヶ所

二次施設：
101ヶ所
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２－３ 財政・予算 

国家予算における保健医療関連状況は以下のとおり。過去よりも増額され、毎年一定の割合

が確保されている。 

 

表２－４ 国家予算に占める保健医療関連支出予算 

 

 

 

 

単位：百万MK 
出典：Annual report of the work of the Malawi health sector 

 

中央の保健人口省より各県への資機材、インフラ整備のための予算は保健医療関連の全支出

の３分の１程度（4,075百万MK、2004年度）が割り当てられている。その中でも医療機材、消
耗品関連、臨床検査用機材への支出は約４分の１を占める(図２－５)。なお、機材購入のため

の資金は直接にDHOレベルに与えられるものではなく、DHOは機材購入時にはCMS、PAMに
申し込む形になり、その分の金額が割り当てられた予算から差し引かれることになる。 

但し、今回の案件での機材供与はこの予算の枠外で行われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：ドワ県DHOの提出資料より作成 

図２－５ 保健医療関連国家予算費目別内訳 

2001/02 2002/03 2003/04 2004/05

国家予算 45,874.98 37,510.34 54,650.36 69,765.92

保健省への支出 5,302.57 4,532.34 9,040.49 11,224.15

割合（％） 11.55 12.08 16.54 16.09
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第３章 効果測定・評価 
 

３－１ 協力プログラムにおける医療特別機材供与の位置付け 

2000年９月に開催された国連ミレニアムサミットでは、21世紀の国際社会の目標としてミレ

ニアム開発目標（MDGs）がまとめられた。その目標に沿って、日本政府は人間の安全保障と
いう視点を取り入れながら、各ドナーと相互に協調あるいは補完しつつ、ミレニアム開発目標

達成に向け、マラウイ政府が取り組んでいるMPRSP活動実施を支援していくこととしている。
日本政府は平成15年のODA大綱の基で作成された援助基本方針の中で重点的に取り組む課題
として、次の４つを掲げている。 

(1) 貧困削減 

(2) 持続的成長 

(3) 地球規模の問題への取り組み 

(4) 平和の構築 

 

｢マ｣国としては様々な分野で各種施策を実施しているがJICAとして積極的に支援する分野
は以下の３つである（JICA2005年国別事業実施計画マラウイ共和国より一部抜粋）。 
(1) 食糧安全保障 

(2) 人的資本開発 

(3) 持続的経済成長 

JICAとしてはマラウイの保健医療衛生水準の向上に向けて、SWApに基づく行動計画（POW）
に沿った支援を目指しており、EHP支援プログラムもその一環である。以下にJICAのマラウイ
国におけるローリングプランを示す。 

 

表３－１ マラウイ国ローリングプラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：JICA国別事業実施計画 2005年 

 

全国の医療施設（特に一次医療施設）における基礎産科機材の整備の遅れは顕著であり、本

医療特別機材供与はその部分を支援するものである。JICAとしては以上のようなローリングプ

問題解決のた
めの方針・方
向性（開発課

題）

JICAの協力プログ
ラム名 JICAの協力スキーム 2004

年度
2005
年度

2006
年度

2007
年度

2008
年度

2009
年度

長期専門家「保健医療行政アドバイザー」
短期専門家「保健医療施設開発政策策定アドバイザー」
短期専門家｢保健医療施設開発政策策定アドバイザー
（県別保健施設と牛計画策定支援）
長期専門家「保健医療行政アドバイザー」
保健医療行政アドバイザー(保健計画）」
短期専門家｢保健施設計画｣

EHP支援プログラム 技プロ「北部HIV/AIDS検査相談所（VCT）整備計画プロジェクト」

技プロ「医療特別機材維持管理支援プログラムプロジェクト」
医療特別機材｢母子保健｣
無償「地方保健医療施設改善計画」
JOCV「エイズ対策｣
JOCV「公衆衛生｣
JOCV「薬剤師」
JOCV「栄養士」
JOCV「看護士」
JOCV「臨床検査技師」
JOCV「作業療法士」

予定
実施

SWAp支援
プログラム

衛生水準
の向上
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ランを策定し、包括的な保健医療支援プログラムの実施を考えているが、その主な対象は

SWAPsとEHPへの支援であり、EHPにおいては全国の基礎医療水準の引き上げが重要となって
いる。EHP支援プログラムの中においては、同じく無償資金協力「地方保健医療施設改善計画」
が予定されており、北部のルンフィ県、ムジンバ県、中部のカスング県を対象としたヘルスセ

ンター及び県病院の施設改善と基礎機材供与（外来診療、家族計画、母子保健、予防接種、照

明器具などの機材を予定）が要請されている（現時点では2008年度実施予定）。一方で、本医

療特別機材供与においては2006年度において中部カスング県への機材供与が予定されており、

また2009年度において北部州ルンフィ県、ムジンバ県への機材供与が予定されているため、同

無償資金協力の基本設計および本医療特別機材供与の今後の要請書の取り付けの際には、対象

施設の重複などがないよう充分に確認し、両スキームが補完的な役割を果たすことが出来るよ

う、必要な調整を図ることとした。 

 

３－２ 国際機関の協力プログラムにおける供与機材の位置づけ 

本案件の協力機関であるUNICEFの事業は複数年次にまたがる協力計画の枠内で、当該年度
ごとに決定される年間実施計画（Annual Work Plan）に則って行われる。今回の2005年年間実
施計画は2002～2006年の５カ年協力計画の枠中で行われる。この協力計画の中での重点分野は

以下のとおり。 

 

(1) 小児の健康 

予防接種拡大計画、マラリア対策、栄養摂取 

 

(2) 女性の健康、HIVの母子感染予防 
産前、産後ケア並びに緊急産科ケアサービスへのアクセスと質の向上 

エイズの母子感染の予防サービス並びに関連サービスへのアクセス向上 

HIV陽性の小児、女性並びに若者への抗レトロウイルス（ARV）投与、栄養状態改善を
含むケア 

妊産婦死亡の原因究明を含むモニタリングと評価 

 

(3) 若年層のRH 
若年層のための保健医療サービス、自発的カウンセリングとテスト（VCT）、生活上の
RHの知識向上のための支援 

 

(4) 保健医療セクター改革への支援 

保健医療セクター改革へのサポート、コミュニティの動態調査、能力開発 

 

(5) 緊急保健医療 

緊急保健医療対策（災害時対策など） 

 

各分野に割り当てられる予算については表３－２のとおりである。予算はUNICEF自体が準
備するものに併せ、他ドナーから協力を募っている。 
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表３－２ UNICEFプログラムと予算 
 

 

 

 

 

 

単位：USドル 
出典：UNICEF Annual Work Plan 2005/Health  

 

前出(2)のサブプロジェクト「産前、産後ケア並びに緊急産科ケアサービスへのアクセスと

質の向上」の中で実施される活動の中に「緊急産科ケアの確立のための機材供給」という活動

があり、その中で基礎的保健医療機材の調達が投入として挙げられている。今回の医療特別機

材供与はその計画実施に必要となる機材に合致したものである。 
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３－３ 対象国政府機関、国際機関、 または日本大使館の役割 

各機関の本案件にかかる基本的役割については、調査時に三者会議の中で下記の内容で確認

を行い、各機関の同意を得た。 

 

表３－３ 医療特別機材供与の作業基準 

母と子供の健康 医療特別機材供与（UNICEF調達を想定） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

段階 機材供与一連の流れ
先方政府
による実
施

ﾕﾆｾﾌによ
る実施促
進

JICA事務
所による
実施促進

先方政府、JICA事務所及びﾕﾆｾﾌ現地事務所による妥当性を確認
した機材選定、調達方法等の検討、他ドナーとの重複回避 〇 〇 〇

先方政府による要請書作成+複数年計画の作成 〇 〇 〇

先方政府は要請書を現地大使館へ送付 〇

大使館から外務省本省への送付 大使館

要請調査回答の検討 - - -

要請書の要請内容検討 - - -

外務省による採択通報 - - -

JICA本部による調達の開始連絡 - - -

JICS委託による先方政府への仕様確認、見積り書とりつけ 〇 〇

ユニセフ調達又は本邦調達 〇 〇

機材の到着の通知 - - 〇

先方政府による機材の通関手続き 〇 〇 -

先方政府による機材の中央機材倉庫（CMS）納入 〇 〇

先方政府による機材の検収、JICA事務所はできれば立ち会う 〇 〇 〇

先方政府によるJICA事務所あて受領書作成 〇 〇

広報 引渡し式の実施
プレスリリース 〇 〇

下位レベル実施機関から保健施設への配布 〇 〇

先方政府はJICA事務所へ機材配布先報告書を送付 〇 〇

下位レベル実施機関又は保健施設における機材の販売・活用 〇

機材、消耗品の保健施設（エンドユーザー）における活用確認 〇

先方政府は、JICA事務所宛てに活用確認報告書を送付 〇 〇

JICA機材供与に言及したユニセフ作成の年次報告書の入手 〇

機材の配
布

機材の
活用

要請段階

採択

調達

機材受け
入れ
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３－４ 対象国実施体制 

３－４－１ 機材、消耗品、薬剤の配布経路 

２章で述べたように、保健人口省（MOHP）側の構想ではインベントリーシステム
（PLAMAHSとSIGMED）により、効率的に機材等が中央より地方へ供給される仕組みをめ
ざしているが、現状ではシステムの不具合から十分に機能していない。各県保健事務所

（DHO）側で独自にインベントリーをリスト化して、それに則って資機材等を中央医療倉庫
（CMS）へオーダーする方法で行われているのが現状である。 

CMSの下にRMS－北部（ムズズ）、RMS－中部（CMS敷地内に併設／リロングウェ）、
RMS－南部（ブランタイア）があり、それらを通じて各保健医療施設への配布を行う。各
Medical Storeが独自にトラックを保有しており、月毎のオーダーで受け付けて資機材をDHO
に配送する。 

一般的に、医療機材は恒常的に不足している状況であり、CMSに請求を行っても要請品が
供給されるとは限らない。特に医療技術者用のグローブなどの消耗品は常時不足している。 

 

３－４－２ 運営・維持管理 

機材のメンテナンスに関してはMOHP内の医療技術支援局内にある機材管理部（PAM）が
実施する。同プログラムの目的は職員の機材維持管理に関しての意識を向上させ、維持管理

のために費用を確保し、そのための要員を育成、配置することである（２－２－３参照）。

PAMの拠点は首都に１つと地方拠点として全国４ヶ所の地方支所（ブランチ）としての州メ
ンテナンスユニット（Regional Medical Unit／以下、RMUとする。）がある（図３－１）。
所在地は北部のムズズ、中部のリロングウェ、南部のブランタイア、南部の出張所（サブブ

ランチ）であるゾンバである。また、各地のDHOには県メンテナンスユニット（District 
Maintenance Unit／DMU）があり、各施設の機材のメンテナンスを担当する。次ページに各
拠点の配置図を掲載する。 
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出典：PAM提出の資料より 

図３－１ 各RMUの所在地 
 

各中央病院、県病院、DHOで必要となる年間の維持管理と補修のための予算はMOHP内の
PAM本部からRMUへ分配される。病院内にある病院維持管理サービス部門とRMUがこの計
画の策定に協力している。原則として、維持管理コストは機材については最低でも年あたり

本体価格の５％、建物や設備に関しては同様に年あたり２％を計上することとなっている7。 

 

各RMUの維持管理要員は表３－４のとおりである。どの施設においても必要要員に対し欠
員が目立つ。医者、看護婦だけに限らず、維持管理の要員についても新たな人材の確保が大

きな問題となっている。 

 

表３－４ 各RMUの管理スタッフ 
 

 

 

 

 

 

 
 

出典：PAM提出資料より 

                             
7 出典：「マ」国National Health Physical Assets Management Policy, MOHP 2002

チーフ
メディカル
エンジニア

プリンシパル
メディカル
エンジニア

シニア
メディカル
エンジニア

メディカル
エンジニア

シニアメディ
カルエンジニ
アリングテク
ニシャン

メディカル
エンジニアリ
ングテクニ
シャン

3 3 3 3 3 4

RMU-北部 - 1 - - - 1

RMU-中央 - 1 - - 1 3

RMU-南 1 - - 1 1 3

RMU-Satellite - - 1 - 2

保健人口省による提案数

実
際
の
ス
タ
ッ
フ
数
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３－４－３ モニタリング・評価体制 

RHU、DHO、JHPIEGO（USAIDの資金援助を受けたNGO）の三者で機材の活用状況を含
むモニタリングを行う体制となっている。DHOレベルでの情報収集が主な業務で、チームに
分かれ、３週間をかけて全州の県を回り、機材の活用状況、施設の現状などのモニタリング

調査を行う。調査時にはMOHPのガイドラインに沿ったモニタリングフォームを用い、機材
数、稼働状況、消耗品の在庫についてのモニタリングを実施する。計画では３ヶ月に一度の

頻度で実施されるはずであるが、予算不足、人員不足のため実際には半年に一度しか行われ

ていない。 

モニタリングフォームにおいては県レベル、ヘルスセンターレベル、コミュニティレベル

に分けて以下のような項目についてモニタリングを行うこととなっている。 

 

県レベル 

① 公共保健医療サービスの実績（蚊帳の販売数量、避妊具の配布数量、予防接種を受け

た乳児の数など） 

② ベッドの占有率（男女別、小児病棟、結核病棟など） 

③ 保健医療サービスの利用状況、有資格スタッフの稼動数（訪問時） 

④ 患者の移送・通信に関して 

⑤ 必要な薬剤の活用について 

⑥ 部門ごとの感染防止策について 

⑦ 管理部門の活動状況について 

⑧ 医療機材の稼動状況について 

⑨ 病院の提供するサービスに関しての意見（患者に対して） 

 

ヘルスセンターレベル 

① 公共保健医療サービスの実績と利用状況 

② 人材活用状況（訪問時） 

③ 必要な薬剤の活用状況 

④ 感染の防止策と建物の状況 

⑤ 運営に関する事項 

⑥ 機材の稼動状況 

⑦ サービスの提供や患者の記録のレビュー 

⑧ コールドチェーンの状況 

⑨ EHPサービスの利用状況 
 

コミュニティレベル 

① コミュニティ内の小児への予防接種状況、罹患した大人の数、蚊帳の販売数など 

② スタッフの活用状況 

③ 機材の活用状況 

④ コミュニティ内の運営状況 
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３－４－４ 要請手続き 

要請の流れは、先ずRHUのスタッフが複数の病院、ヘルスセンター（任意）を訪問し、現
在保有する機材の稼動状況、数量などの調査を行う。次いで、各施設を産科手術を行ってい

る施設と行っていない施設に分けて、UNICEFからのアドバイスを受けつつ、UNICEFカタロ
グから必要な機材を選択する。５カ年計画で予め決定していた南部州の６県を配布予定サイ

トとして要請書を作成し、RHUをプロジェクトの実施主体、CMSを機材の受領先とする要請
に取りまとめ、その後、MOHPから外務省を通じ「マ」国を管轄する在ザンビア日本大使館
へ提出する。UNICEFは複数年計画の作成や要請書の作成、機材選定を支援する。なお、今
回のサイト選定についてはJICAの協力で2002年に全国保健医療施設インベントリー調査に
て構築された“Health Facilities Database”があり、今回の対象となったヘルスセンターはこ
のデーターベース上から選定された。 

 

３－５ 要請内容の検討 

３－５－１ 機材内容および構成 

要請内容は以下のとおりであり、一次保健医療施設（ヘルスセンター）向けのもの、及び

二次・三次保健医療施設（県病院、中央病院）向けの２カテゴリーに分かれている。一次保

健医療施設は一般的な産前ケアや予防接種、普通分娩を行う施設であり、二次保健医療施設

以上は帝王切開術や緊急時の開腹術等のケアを実施している（図２－１参照）。機材は全て

一次～三次保健医療施設に必要な産科のための基礎的機材である。全てUNICEF調達であり、
UNICEFカタログ中において特定できる。 

 

表３－５ 2005年度要請機材リスト 

＜病院向け機材＞ 

№ 機材名（和） 数量 （単位） 仕 様 
(UNICEF NO) 

用途（使用目的） 

１ 産科手術用キット 14 式 9908301 産科手術に使用される 

２ 産科手術用キット（補
助器具） 

７ 式 9908302 上産科キットの内容を補う 

３ 滅菌器キット ７ 式 9908200 検診などに使用した鉗子類の滅
菌、消毒に使用 

４ 助産師キット 28 式 9902218 出産時に助産師が使用する器具
一式 

５ 助産師キット(消耗品) 21 式 9902219 ４助産師キットの消耗品 

６ 蘇生器キット 14 式 9908400 患者の救急蘇生に使用 

７ 新生児用蘇生器キット ７ 式 0002048 乳幼児の人工呼吸用 

８ 体重計 ７ 台 0140500 体重測定 

９ 体温計 350 本 0481052 体温測定 

10 喉頭鏡セット ７ 式 0746705 気管内挿管に用いる 

11 包帯交換台 ７ 台 0101605 保健医療器具、薬剤の移動に用
いる 
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＜ヘルスセンター向け機材＞ 

№ 機材名（和） 数量 （単位） 仕 様 
(UNICEF NO) 

用途（使用目的） 

12 助産師キット 43 式 9902218 出産時に助産師が使用する器具
一式 

13 助産師キット(消耗品) 86 式 9902219 上記助産師キットの消耗品 

14 滅菌器キット 43 式 9908200 検診などに使用した鉗子類の滅
菌、消毒に使用 

15 蘇生器キット 43 式 9908400 患者の救急蘇生に使用 

16 体重計 43 台 0140500 体重測定 

17 体温計 430 本 0481052 体温測定 

 
№１：産科用手術キット 

同機材は57品目で構成。二次保健医療施設以上の帝王切開術、緊急時の小手術等の産科手

術を行う施設に供給されるキット。構成は吸引分娩器、腹部用手術器械、止血鉗子、縫合鉗

子、子宮内容物除去術用器械、頸管・膣壁裂創縫合術用器械、流産手術用器械等である。 

 

№２：産科手術キット（補助器具） 

同機材は48品目で構成。上記機材の内容を補完するための器具であり、産科手術用の消耗

品などである。：吸引チューブ、導尿カテーテル、注射器、折りガーゼ、脱脂綿、臍帯結紮

糸、手洗用ブラシ、医療用手袋、縫合糸等が挙げられる。 

 

№３、№14：滅菌器キット 

同機材は８品目で構成。鉗子類の滅菌に使用する機材一式であり、構成（８品目）：ケロ

シンストーブ、蒸気滅菌器、タイマー、滅菌インジケーター、滅菌缶、止血鉗子等からなる。

ストーブは電気の供給が不安定な｢マ｣国の電力事情を考慮し、街中のガソリンスタンドでも

手に入る燃料（ケロシン）を用いる。 

 

№４、№12：助産師キット 

同機材は正常分娩のための機材一式であり、31品目で構成。血圧計、杆状聴診器、巻尺、

膿盆、ボウル、鉗子立て、トレイ、手洗用ブラシ、ビニールシート、駆血帯、ばね式吊秤、

分娩用手術器械、縫合用器械等からなり、ヘルスセンターレベル／病院レベルに供与される。 

 

№５、№13：助産師キット（消耗品） 

№４の助産師キットの補助器具であり、27品目で構成される、消耗品一式。石鹸、医療用

手袋、臍帯結紮糸、手動式吸引器、吸引チューブ、縫合糸、折りガーゼ、注射器、脱脂綿、

替刃メス等一回から数回で消耗するものが中心である。 

 

№６、№15：蘇生器キット、№７：新生児蘇生器キット 

心肺停止の患者の救急蘇生、患者への補助呼吸（換気）をするための機材である。構成：

足踏式吸引ポンプ、蘇生バッグ、エアウェイなど。 
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№８、№16：体重計、№９、№17：体温計  

患者の状態の基礎的なデーターの測定に用いられる。 

 

№10：喉頭鏡セット 

患者への気管内挿管、気道吸引に用いられる。構成はハンドル、ブレード（３×マッキン

トッシュ型３サイズ、ミラー型１サイズ）、予備電球４個。 

 

№11：包帯交換台 

保健医療材料、医薬品等を積載し、院内の移動を行うための車輪つきの台である。２段式

で、バケツ、ボウルを受けるためのリングがついている標準的な仕様となっている。 

 

３－５－２ サイト選定について 

本計画の対象となるのは｢マ｣国全州における４箇所の中央病院（Central Hospital）、56箇
所の県病院（District Hospital）、地方病院（Rural Hospital）、都市部ヘルスセンター（Urban 
Health Centre）、225箇所のヘルスセンター（Health Centre）である。北部州、中央州、南
部州の各県の保健医療施設を５年に分けて申請されている。供与サイトの選定については

EHPの全国への普及という観点から、全国の産科ケアが行われる特定の一次保健医療施設と
全ての二次～三次保健医療施設に配布される。一次サイトの選定の基準はRHUにより“安全
な母性、家族計画、性病/HIVへの対策を行っている施設”とされている。また、ヘルスセン
ターの選定にはJICA作成の“Health Facilities Database”が活用された。要請書中には供与
の順番が２年目－北部となっていたが、添付資料（５カ年計画）においては２年目が中部州

となっていた（北部は５年目であった）。この齟齬について確認したところ添付資料の情報

が正しく、２年目の対象サイトは中部州であることが確認され、訂正された要請書を入手し

た（サイトについては添付資料の５カ年計画を参照）。 

 

表３－６ 機材供与の対象となる県（５カ年計画による） 

年次 州 県 重複が想定される県 

１ 南部州 
ブランタイア、チクワワ、ムランジェ、ムワン
ザ、ンサンジェ、チョロ 

 

２ 中部州 ドワ、カスング、ンコタコタ、ンチシ、サリマ 
 
 

３ 中部州 デザ、リロングウェ、ムチンジ、ンチュ 
デザ、ムチンジ：UNFPA
からの機材が調達済 

４ 南部州 
バラカ、チラズールー、マチンガ、マンゴチ、
ファロンベ、ゾンバ 

ルンフィ、ムジンバ、
カスング：無償資金協
力で機材を調達予定 

５ 北部州 
チティパ、カロンガ、リコマ、ムジンバ、ンカ
タベイ、ルンフィ 

ンカタベイ：UNFPAか
らの機材が調達済 

出典：「マ」国要請書ならびに聞き取り調査より作成 
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３－６ 次年度要請案件 

2006年度以降の要請機材内容は現時点では本年度と変更はない。対象サイトに関しては要請

書では中央州のカスング、ンチシ、ドワ、サリマ、ンコタコタにある６病院と各県にある42ヶ

所のヘルスセンターである。但し、他ドナーや保健人口省（MOHP）による他の案件での機材
調達も予定されており「医療特別」による調達機材と一部同様の機材が調達予定であることや、

本年度と同様に実際には病院であるが、ヘルスセンターに分類されてしまっている施設が若干

存在することから、今回の調査団の報告をもとにRHUが再検討を行い、MOHPと関係機関で調
整を図りつつ、今後提出する要請書において必要な修正を行う必要がある。 

このような事情を踏まえ、第２年次（2006年度調達実施分）にかかる正式A４フォームにつ
いては、MOHP側で再検討の後、遅くとも2006年２月までに日本側へ提出することとした。現
時点での次年度要請機材一覧表を以下に示す。 

 

表３－７ 2006年度要請機材一覧表（予定） 

＜病院向け機材＞ 

№ 機材名（和） 数量 対象サイト 

１ 産科手術用キット 12 

２ 産科手術用キット（消耗品） 24 

３ 滅菌器キット ６ 

４ 助産師キット 24 

５ 助産師キット（消耗品） 24 

６ 蘇生器キット 12 

７ 新生児用蘇生器キット ６ 

８ 体重計 ６ 

９ 体温計 300 

10 喉頭鏡セット ６ 

11 包帯交換台 ６ 

カスング、ンチシ、ドワ、サリ

マ、ンコタコタにある６箇所の

州、県病院（MOHP及びCHAM
管轄） 

 

＜ヘルスセンター向け機材＞ 

№ 機材名（和） 数量 対象サイト 

12 助産師キット 42 

13 助産師キット（消耗品） 84 

14 滅菌器キット 42 

15 蘇生器キット 42 

16 体重計 42 

17 体温計 420 

上記の各県にある42箇所のヘル

スセンター（MOHP及びMoLG
管轄） 
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第４章 機材調達計画 
 

４－１ 要請内容と５ヵ年計画 

現地で要請内容の確認を行ったところ、初年度の機材については予定どおり終了しており、

２年次以降の機材については重複や現場の意見を考慮し、必要に応じて見直しが行われること

になっている。 

 

４－２ 調達方法 

本年度の調達機材はJICAがUNICEFに直接発注を行い、デンマークのUNICEF調達部（Supply 
Division）の在庫から出荷、もしくはメーカーより直送され、「マ」国に納入する予定である。
蘇生器については10月末の時点で「マ」国に到着、上旬にはCMSに保管されていた。残りの機
材については12月末に「マ」国に到着、その後各サイトへ配布予定である。 

 

４－３ 仕様・価格・概算事業費 

４－３－１ 機材仕様 

調達機材は母子保健に関する基礎的医療機材で、これらの機材は全てUNICEFによって選
定された機材、コンポーネントのセットであり、ヘルスセンターから三次レベルの病院にお

いても共通的に使用可能なキットで、標準的な仕様・グレードであり、「マ」国にとって妥

当なものである。 

 

４－３－２ 価 格 

全ての機材がUNICEF調達であるので、価格はUNICEFカタログ（インターネット版）によ
った。 
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表４－１ 機材単価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－３－３ 概算事業費 

概算事業費は以下のとおりとする。 

 

表４－２ 2005年度概算事業費 

費 目 金 額 備 考 

機材費 US$144,761.39  

輸送・保険料 US$ 20,266.59 機材費の14％とした 

手数料等 US$ 11,580.91 ８％ 

合計 US$176,608.89  

概算事業費 

（千円） 
￥20,070,000.- 

1US$＝113.64円（TTS６ヶ月 
平均レート（2005年６月～11月）） 
（千円未満切り上げ） 
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４－４ 通関・輸送・配布状況 

CMSまでの輸送については調達先であるUNICEFが手配を行い、それ以降はCMSが通関、各
地方サイトへの配布の責任を負う。輸送手段は海上輸送の場合、一般的な陸揚げの港は隣国モ

ザンビークのベイラである。同港は他の港と比べ港湾設備が整っているとのことである8。ここ

で同国の通関手続きのため５日～７日を要する。その後トラックにより「マ」国まで陸上輸送

を行う。入国地点はリロングウェに近いデザ（リロングウェまで90km）もしくはブランタイア

に近いムワンザ（ブランタイアまで120km）である。ドライバーは荷揚げ港にてドライバーマ

ニフェストという書類を携え、マラウイ入国時に税関にて各書類にスタンプを受け、保税のま

まリロングウェにある倉庫に移送し、通関手続きを行う。通関手続きに要する期間はおよそ２

日である。 

納入後はRHUによる機材内容、数量の検収作業が行われ、場合によってJICA事務所が立会い、
共に確認を行う。同作業の終了後RHUはJICA事務所に対し、受領書を作成、提出する。 
機材はCMSから各RMSへ配布され、そこから各DHO、保健医療施設へと配布されるが、リ

ロングウェから最も遠いサイトでも1日から１日半で機材の輸送が可能である。荷物は荷揚げ

港より約15日程度でサイトに到着する。 

なお、機材配布後は各保健医療施設における効率的、効果的な機材の活用のため、RHUはJICA
事務所宛に活用確認報告書を作成、提出することについて合意したが、JICA提案のフォームを
使用するか否かについては検討中である。 

                             
8 輸送業者への聞き取り調査から。
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第５章 結論と提言 
 

５－１ 結 論 

(1) 本案件における機材供与は主に安全な分娩に供する基礎的医療機材であり、「マ」国に

おける機材不足を解消し、母子保健医療の状況改善に資すると考えられる。 

 

(2) RHUが要請内容を策定し、UNICEFが複数年計画の作成や機材選定についての支援を行
う体制が確立されている。 

 

(3) 機材の輸送においては、「マ」国への輸送、通関、配布に至るまでの流れはスムーズで、

サイトへの円滑な配布体制が整っている。 

 

５－２ 案件実施上の留意点・改善点 

(1) 滅菌器（電気式、ケロシン式）など一部機材の仕様の適否についてRHUで再確認の上、
要請書品目が修正される予定。 

 

(2) 要請内容には産科手術を実施している二次医療施設であるにもかかわらず、ヘルスセン

ターに分類され、一次医療施設向け機材の配布先として計画されている施設が若干見られ

るので、対象施設の再確認が必要である。本件に関してRHUにおいて再確認することとし
た。 

 

(3) 今回の要請サイトの一部にUNFPAの過去のプロジェクトの対象サイトが含まれている
ことが判明した。該当する県はデザ、ムチンジ, ンカタベイである（本計画では３年目と

５年目にあたる）。RHUは同サイトに本計画の機材が納入される前に改めてサイトの状況
を把握する必要がある。 

 

(4) 2005年５月、SWApの枠組みで全国の県病院、中央病院への医療機材を供与するという
入札が公示された（規模：570万ドル）。2006年より６年間で診断器具、麻酔科関連、滅

菌関連、鉗子類、臨床検査用機材、エックス線機器などを調達する予定である。本計画（医

療特別）で調達を予定されている機材のうち一部同様の機材が調達される可能性がある

（蘇生器キット、体重計、体温計、吸引分娩器、喉頭鏡セット、滅菌器キット）。その場

合、RHUは数量や配布サイトを見直し、要請書に反映することを合意した。 
 

(5) RHUは現在、３－４－３に述べたとおり、標準のモニタリングフォームを用いて機材の
状況をモニターしているが、今後、本計画(医療特別)での機材の活用状況を把握するため

に日本側が提案しているシート（「マ」国のものに比べ、機材の状況についての項目が若

干詳細だが、消耗品についての項目が無い。）の導入についてRHU内にて検討することと
なった。 
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(6) 本案件の役割、負担事項の明確化のため、JICAマラウイ事務所、UNICEFマラウイ事務
所、MOHPの三者は今回の医療特別機材供与においてミニッツを締結することとした。主
な事項は以下のとおり。 

・機材調達に関連する費用負担について 

・専門家の派遣について 

・機材仕様の確認について 

・機材の到着時の連絡について 

・機材の立会い検査について 

・機材の有効活用について協力を行うこと 

・毎年の要請書（A４フォーム）の提出について 
・機材の通関、保管、配布について 

・年次報告書について 

・広報について 

・機材の使用状況のモニタリングについて 

・監査について 



 

付 属 資 料

１．質問書

２．要請書

３．関係者（面談者）リスト

４．５ヵ年計画表

５．要請機材リスト（英文）

６．医療特別機材供与事業の概要

７．主要保健医療指標



























３．関係者（面談者）リスト 
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Organisation/Division/
機関名/部・課

Name
氏名

Title
役職

JICAマラウイ事務所 水谷 恭二 所長

諸永 浩之 副所長

内山 貴之 職員

佐伯 健 プロジェクトオフィサー

左藤 文子 案件形成専門家

UNICEFマラウイ事務所 Eliab Some 保健医療セクター長

 Katem Bizuneh プロジェクトオフィサー

 Jean Nyondo 副プロジェクトオフィサー

マラウイ国保健人口省 Ben Mbwana 医療技術支援局副局長

 Edward Kataika 医療計画局副局長

 Len van der Hoeven リプロダクティブヘルスユニッ
ト（RHU）性感染症分野テクニ
カルオフィサー

WHO Matshidiso Moeti 所長

UNFPA Dorothy E.Lazaro プログラムオフィサー

SDV(輸送業者) Leonard L.D. Mdechi 副所長

CMS Albert R. Khuwi 所長代理

 C.M.E. Banda シニアスーパーバイザー

RMS 中部(リロングウェ) Hosam Mayo RMS責任者（薬剤師）

ドワ県保健事務所 Dr. Martias C. Joshua ドワ県保健事務所長

 Moses CK Nawira ドワ県保健事務副所長

チャンコングヘルスセンター Laimon linje メディカルアシスタント

 Jane Sibande シニア助産師

 Salome Mchikho 保健調査員

ブランタイア県保健事務所 Minyanga Nkhoma ブランタイア県保健事務所長代理

 Melayi Mhone 病院管理部門長

 Nathan Nyirongo 会計係

クイーンエリザベス中央病院 Dr. Ibrahim Idana 病院長

 E. Nkangala シニア看護士

 M. Galileya 看護士

サリマ県保健事務所 C.J.Waomke サリマ県保健事務所保健サービ
ス管理部長

 E.J.Kasela 病院管理部長

 M.Gondwe 会計係

 P.W.Chunga 環境部長

カファテンガヘルスセンター Joel Chelewani 助産師、看護士

ムチカヘルスセンター Manason Mwandama メディカルアシスタント



















































５．要請機材リスト（英文） 
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No. Equipment Name Q’ty
Model

(UNICEF
CATALOG) 

Unit Price Procurement

１ Obstetric Surgical kit 2 (equipment) 2 9908301 US$  979.98 UNICEF 

2 Obstetric Surgical kit 3 (consumables) 4 9908302 US$1,916.76 UNICEF 

3 Sterilisation kit C 1 9908200 US$  503.98 UNICEF 

4 Midwifery kit 2 (equipment) 4 9902218 US$  173.42 UNICEF 

5 Midwifery kits 3(consumables) 4 9902219 US$  318.48 UNICEF 

6 Resuscitation kit, basic 2 9908400 US$  484.26 UNICEF 

7 Resuscitation AMBU baby DIN 1 0002048 US$1,363.09 UNICEF 

8 Adult scale 1 0140500 US$  130.54 UNICEF 

9 Thermometers 50 0481052 US$    0.15 UNICEF 

10 Laryngoscope set 1 0746705 US$   57.85 UNICEF 

11 Instrument trolley 1 0101605 US$  263.11 UNICEF 

12 Midwifery kit 2 (equipment) 1 9902218 US$  173.42 UNICEF 

13 Midwifery kits 3(consumables) 2 9902219 US$  318.48 UNICEF 

14 Sterilization kit C 1 9908200 US$  503.98 UNICEF 

15 Resuscitation kit, basic 1 9908400 US$  484.26 UNICEF 

16 Adult scale 1 0140500 US$  130.54 UNICEF 

17 Thermometers 10 0481052 US$    0.15 UNICEF 



６．医療特別機材供与事業の概要 
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医療特別機材供与事業は国際協力機構人間開発部が所掌する保健医療分野における機材

供与事業のひとつで、技術協力プロジェクトとは別に、国際機関とのマルチ・バイ協力によ

り実施されている。感染症対策、家族計画・母子保健活動の推進、エイズ検査の拡充等を目

的として、「感染症対策特別機材」、「母と子供のための健康対策特別機材」、「人口・家族計

画特別機材」、「エイズ対策・血液検査特別機材」の供与事業を実施しており、「感染症」、「母

と子」においてはUNICEFとの連携、「人口・家族計画」においてはUNFPAとの連携によるマ
ルチ・バイ協力案件である。「エイズ対策」を除く上記事業は、単年度採択を必要とするが

原則５年または４年間継続の予定で計画されている。供与対象国は毎年約45カ国、供与金額

合計は平成15年には約12億円、平成16年度も最終的に約12億円となる見込みである。主な供

与機材としては、「感染症」では、ワクチン、コールドチェーン機材（ワクチン保管用冷蔵

庫、ワクチン運搬用コールドボックス等）、注射器など。「人口・家族計画」では、避妊具、

避妊薬、家族計画の教育用視聴覚・AV機器など。「母と子」では、助産婦用器具、各種抗生
物質など。「エイズ対策」では、検査キット、エイズの教育用視聴覚・AV機器などがある。
調達方法として、①UNICEF調達、②現地調達（第三国調達を含む）、③本邦調達がある。 
①UNICEF調達の手続きは JICA調達部が行っており、コペンハーゲンにあるUNICEFの

Supply Divisionに発注している。機材は日本を経由することなく、直接供与先に送られる。
②現地調達はJICAの現地事務所などが調達手続きを行う。
③本邦調達はJICA調達部で手続きが行われる。 



７．主要保健医療指標 

－70－

基本統計 
総人口（1,000人） 12,105 
出生時平均余命（年） 38 
人口年増加率（％） 1.9 
粗死亡率 24（人口1,000人あたり） 
粗出生率 44（人口1,000人あたり） 
保健指標 
乳児死亡率（１才未満） 112（出生1,000人あたり） 
５才未満時死亡率 178（出生1,000人あたり） 
低出生体重児出生率（％） 16 
完全に予防接種を受けた比率（％）（１才児）  
  結核 91 
  DPT3 84 
  ポリオ 85 
  麻疹 77 
  Ｂ型肝炎 84 
妊婦破傷風 70 
HIV/エイズ指標 
成人の有病率（推定値） 14.2 
HIV/エイズとともに生きる人の推定値（1,000人）  
  成人と子ども（０～49才） 900 
  子ども（０～14才） 83 
  女性（15～49才） 460 
首都に住む妊娠した若い女性（15～24才）のHIV
有病率 

18.0 

女性指標 
合計特殊出生率 6.1 
避妊法の普及率（％） 31 
出産前のケアが行われている率（％） 94 
専門技能者が付き添う出産の比率（％） 61 
妊産婦死亡率（調整値） 1800（出生10万人あたり） 
資料：世界子供白書2005 
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